
９．セグメント情報（業務の種類別セグメント情報）
（単位：円）

項 目 広 報 事 業 情報・分析
事 業 相 談 事 業 商品テスト

事 業 研 修 事 業 企画調整事業 ＡＤＲ事業 計 法 人 共 通 合 計

事業費用 343¶590¶479 1¶786¶330¶057
(317¶970¶773）

384¶108¶030
(106¶343¶080）

360¶968¶460
(39¶274¶594）

199¶397¶449
(43¶253¶855）

277¶151¶813
(189¶293¶315）

116¶353¶047 3¶467¶899¶335
(696¶135¶617）

538¶711¶706 4¶006¶611¶041
(696¶135¶617）

事業収益 343¶596¶477 1¶787¶833¶567
(316¶546¶000）

384¶041¶634
(106¶276¶684）

360¶968¶460
(39¶274¶594）

199¶397¶449
(43¶253¶855）

277¶151¶813
(189¶293¶315）

116¶353¶047 3¶469¶342¶447
(694¶644¶448）

538¶677¶675 4¶008¶020¶122
(694¶644¶448）

うち運営費交付金 206¶608¶246 1¶750¶086¶147
(316¶546¶000）

381¶512¶303
(104¶503¶165）

304¶475¶536
(0）

152¶243¶276
(43¶206¶605）

274¶595¶384
(188¶823¶779）

115¶750¶976 3¶185¶271¶868
(653¶079¶549）

492¶264¶508 3¶677¶536¶376
(653¶079¶549）

事業損益 5¶998 1¶503¶510
(� 1¶424¶773）

� 66¶396
(� 66¶396）

0
(0）

0
(0）

0
(0）

0 1¶443¶112
(� 1¶491¶169）

� 34¶031 1¶409¶081
(� 1¶491¶169）

総資産 66¶437¶513 545¶893¶232
(139¶629¶169）

9¶105¶827
(7¶367¶659）

228¶724¶466
(129¶575¶822）

7¶866¶238
(177¶188）

2¶370¶958
(1¶174¶831）

2¶428¶573 862¶826¶807
(277¶924¶669）

18¶060¶253¶067 18¶923¶079¶874
(277¶924¶669）

うち流動資産 54¶734¶670 198¶780 0 0 175¶000 870¶555 0 55¶979¶005 9¶584¶200¶884 9¶640¶179¶889

うち固定資産 11¶702¶843 545¶694¶452
(139¶629¶169）

9¶105¶827
(7¶367¶659）

228¶724¶466
(129¶575¶822）

7¶691¶238
(177¶188）

1¶500¶403
(1¶174¶831）

2¶428¶573 806¶847¶802
(277¶924¶669）

8¶476¶052¶183 9¶282¶899¶985
(277¶924¶669）

【注記】括弧内計数は、各項目のうち、平成20年度補正予算（消費者政策強化対策）に係る費用等です。

４．損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額の業務別金額は以下のとおりです。
（単位：円）

項 目 広 報 事 業 情報・分析
事 業 相 談 事 業 商品テスト

事 業 研 修 事 業 企画調整事業 ＡＤＲ事業 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 2¶013¶593 3¶673¶354 93¶056 9¶145¶097 90¶379 10¶067 5¶356 15¶030¶902 117¶301¶777 132¶332¶679

損益外減損損失相当額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

引当外賞与見積額 � 970¶762 708¶601 � 1¶057¶480 � 1¶245¶174 � 1¶240¶925 � 258¶343 1¶636¶077 � 2¶428¶006 � 87¶587 � 2¶515¶593

引当外退職給付増加見積額 � 21¶428¶400 11¶109¶500 � 15¶215¶200 � 18¶516¶400 � 39¶812¶800 � 24¶981¶200 33¶018¶000 � 75¶826¶500 20¶774¶800 � 55¶051¶700
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~１．区分方法

予算管理上採用している業務経費区分により区分しております。

２．各区分の主要な業務

\ 広報事業 マスコミ、出版物、ホームページ等を通じた情報提供、図書資料の収集・提供等

] 情報・分析事業 全国消費生活情報ネットワーク・システムの運用及びデータ管理、生活面の調査の実施等

^ 相談事業 消費者からの苦情相談受付・処理、各地消費生活センターの相談処理支援、危害情報の収集・分析・提供等

_ 商品テスト事業 製品事故の原因究明等のテストの実施、行政機関や事業者に改善要望等

` 研修事業 自治体の消費者行政職員や消費生活相談員等を対象とした研修の実施、「消費生活専門相談員」資格認定事業の実施

a 企画調整事業 当センター業務の企画・立案、総合調整業務等

b ＡＤＲ事業 裁判外紛争解決手続に係る業務

３．法人共通の費用の主な内訳は、管理部門の人件費です。また、法人共通の資産の主な内訳は、総務部、経理部及び各事業部に所属する資産以外の現金及び預金、前払費用、未収収益、未収入金及

び土地・建物等固定資産です。
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